
 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年 ５月 1 1 日 招 集 の 臨 時会 

に お け る 知 事 提 案 説 明 要 旨 
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 本 日ここに臨時県議会を招集申し上げましたところ、議員

各位におかれましては御参会を賜り、緊急を要する案件につ

きまして御審議をいただきますことに、心から感謝を申し上

げます。  

 

 それでは、ただいま御提案申し上げました議案につきまし

て、御説明いたします。  

 

 本県は、４月２０日から本日５月１１日までの期間、新型

インフルエンザ等対策特別措置法に基づくまん延防止等重点

措置区域とされ、県民や事業者の皆様の御協力をいただきな

がら対策を講じてまいりました。  

 

 しかしながら、ゴールデンウィーク中も本県の新規陽性者

数は２００人前後で推移しており、さらに従来株よりも感染

しやすく重症化しやすい可能性があると言われている変異株

の割合が６割を超えております。  

 

 こうした状況の中、まん延防止等重点措置を終了すること

は、極めて困難であったことから、５月６日に特措法に基づ

き、重点措置を実施すべき期間の公示の延長を国に要請いた

しました。  

 

 翌５月７日に、国においては本県が重点措置を実施すべき

期間を５月３１日まで延長することを決定し、公示するとと

もに、新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針を変

更したところです。  

 

 この変更の中で、新たに措置区域の大規模な集客施設につ

いて、午後８時までの営業時間の短縮を要請することとされ

ました。  
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 こ れを受け、県では専門家の意見等を踏まえ、引き続き飲

食店等に対し、５月３１日まで営業時間の短縮や酒類の提供

自粛等を要請するとともに、新たに措置区域の大規模商業施

設に対し、特措法に基づき営業時間の短縮や入場整理の徹底

を要請するなど対策を更に強化することとしました。  

 

 また、感染対策の切り札であるワクチン接種についても、

希望する高齢者には７月末までに接種を終えることができる

よう、接種体制を強化することとしました。  

   

 今 回の補正予算は、飲食店や大規模施設等の事業者に対し、

営業時間短縮等を要請することに伴う協力金の支給やワクチ

ン 接 種 体 制 の 強 化 に 関 わ る 経 費 を 計 上 す る も の で ご ざ い ま

す。  

 

 まず、５月１２日から３１日までの２０日間、まん延防止

等重点措置区域の１５市町及びその他４８市町村の飲食店等

を運営する事業者に対し、営業時間の短縮や酒類の提供自粛

等を要件に、これまでと同様の協力金を支給いたします。  

 

 なお、国は５月１２日以降のまん延防止等重点措置区域の

支 給 額 の 下 限 を 現 在 の 日 額 ４ 万 円 か ら ３ 万 円 と し て お り ま

す。  

 

 仮に国の下限額とする場合、厳しい状況におかれた特に小

規模な飲食店等への影響が大きいと思われることから、十分

な周知期間が必要となります。  

 そのため、混乱を避けるとともに引き続き感染防止対策に

取り組む飲食店等への支援として、県では国の交付金を活用

し、特例として下限額に１万円を加算することで、現在と同

様の日額４万円を下限とすることにしました。  
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 ま た、同期間、措置区域において生活必需物品の売場を除

く床面積１，０００平方メートルを超える大規模施設や当該

施設内のテナント等を運営する事業者に対し、午後８時まで

の営業時間の短縮等を要件に、協力金を支給いたします。  

 

 さらに、７月末までに、６５歳以上の高齢者のワクチン接

種完了を目指し、市町村が設置する集団接種会場の医師や看

護師等の確保を支援いたします。  

 

 あわせて、市町村のワクチン接種体制を補完するため、県

が集団接種会場を設置し、高齢者接種の一部を担うことで、

早期の接種完了を目指します。  

 

 この結果、一般会計の補正予算額は、  

２７２億３３２万７千円となり、  

既定予算との累計額は、  

２兆２，０７５億９，０９８万７千円となります。  

 

 以上で私の説明を終わりますが、何とぞ慎重審議の上、御

議決を賜りますようお願いを申し上げます。  


